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基　地

提供面積 10億2,781万m2
提供施設数 133
従業員数 2万5,859人

全　　国 他県の
従業員数

神奈川県
9,187人
（35.5％）

他県の
提供面積

他県の提供施設数

神奈川県
14（10.5％）

神奈川県 2,084万m2（2.0％）

基

地

南関東防衛局調

米軍提供施設・従業員全国対比（平成２３年３月３１日現在）
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309　概　　　　　　況

基地の現状
　神奈川県には、平成２4年１月１日現在、日米安全保障条約第６条に基づく地位協定により、
アメリカ合衆国軍隊が使用している提供施設（いわゆる米軍基地）が１4か所あり、その面積は
約２,080万ｍ2で、本県総面積の約１％を占めている。

基地の返還等に向けた取り組み状況
人口の密集した市街地に位置している多数の基地の存在は、県民生活にさまざまな影響を与え
ている。このため県としては、県民の安全と福祉、さらに良好な生活環境を確保するため、地
元関係市と連携して、「基地の整理・縮小・返還の促進」及び「基地周辺対策の充実・強化」
に取り組んでいる。

（基地対策課）
駐留軍等従業員の状況
　日米安全保障条約に基づく地位協定により、在日米軍の日本国内の提供施設における労務の
需要は、日本政府の援助を得て充足されることとなっていることから、在日米軍基地で働く駐
留軍等従業員は国が雇用主となり、在日米軍に提供しているところである。
　駐留軍等従業員の労務管理事務については、これまでの実施機関である神奈川県に代わり、
平成１4年４月から横浜防衛施設局（現南関東防衛局）と独立行政法人駐留軍等労働者労務管理
機構横須賀及び座間支部とによる新たな事務処理体制で実施しているところである。
　駐留軍等従業員は、キャンプ座間・横須賀海軍施設など県内１１か所の米軍施設において、事
務・通訳・警備・営繕・艦船修理など多岐にわたる職務に従事し、在日米軍の任務遂行に不可
欠な役割をはたしている。
　また、駐留軍等従業員は、平成２３年３月末日現在で県別全国最多の₉,１8₇人が在籍しており、
これは全国２万5,85₉人の３5．5％を占めている。

（南関東防衛局）
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310　提 供 施 設 の 現 況

（平成２4年１月１日現在）資料提供：基地対策課
施　　　設　　　名 軍　別 土地面積 所　在　市　町　名

ｍ2　

根 岸 住 宅 地 区 海 4２₉,２5₉ 横 浜 市
横 浜 ノ ー ス ・ ド ッ ク 陸 5２３,554 横 浜 市
上 瀬 谷 通 信 施 設 海 ２,4２２,３₉₆ 横 浜 市
深 谷 通 信 所 海 ₇₇３,₇4₇ 横 浜 市
鶴 見 貯 油 施 設 海 １8３,₇84 横 浜 市
吾 妻 倉 庫 地 区 海 8１4,8１0 横 須 賀 市
横 須 賀 海 軍 施 設 海 ２,３₆３,２₆３ 横 須 賀 市
浦 郷 倉 庫 地 区 海 １₉4,３04 横 須 賀 市
池子住宅地区及び海軍補助施設 海 ２,884,３4１ 逗　 子　 市、 横　 浜　 市
相 模 総 合 補 給 廠 陸 ２,１4３,508 相 模 原 市
相 模 原 住 宅 地 区 陸 5₉３,4１₉ 相 模 原 市
キ ャ ン プ 座 間 陸 ２,３4₆,２₆₆ 相 模 原 市、 座 間 市
厚 木 海 軍 飛 行 場 海 5,0₆8,80₆ 綾瀬市、大和市、海老名市
長 坂 小 銃 射 撃 場 海 ₉₆,₆３１ 横 須 賀 市

計 20,838,088

（注）　１　南関東防衛局調。
　　　２　長坂小銃射撃場は自衛隊管理、期間を定めて米軍共同使用。
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311　提供施設の全面返還状況

１　提供施設の年度別推移　面積単位：千㎡ 資料提供：基地対策課
年　度　別 施　設　数 施 設 面 積 備　考

昭和２₇．4．２8 １₆２ ３5,8₆１ 昭和２₇年４月　平和条約発効

昭和３２ ₉5 ３4,508 昭和３２年６月　岸･アイゼンハワー共同声明

昭和３5 58 ３１,２5３ 昭和３5年６月　新安保条約発効

昭和40 48 ２₆,₆4₉ 昭和40年２月　北ベトナム爆撃開始

昭和50 ２₆ ２２,₆₆１ 昭和50年４月　サイゴン陥落

平成元 １₉ ２１,4３8 平成元年１２月　冷戦終結

平成２３ １4 ２0,8３8 平成２4年１月１日現在

（注）　１　施設数、施設面積は防衛省による。
　　　２　昭和２₇年４月２8日は平和条約発行日、各年度は３月３１現在。

２　全面返還された提供施設の一覧（昭和50年度以降）　面積単位：㎡ 資料提供：基地対策課
返　　還
年 月 日 施　　設　　名 土地面積 所　　在　　地 跡地利用の現況

昭50．１0． ₆ 米陸軍出版センター 約5₇,040 川崎市中原区木月 県立高校、市民公園

昭5２． ₉． ₉ 横浜ベーカリー 約₆,２00 横浜市神奈川区金港町 所有者に返還

昭5３． ₆．１₉ 横浜チャペルセンター 約8,₉00 横浜市中区横浜公園 横浜公園

昭5₆． 4． １ 米陸軍医療センター 約１₉₇,4３₇ 相模原市南区上鶴間 県立高校、住宅、
文化施設等

昭5₇． ３．３１ 横浜海浜住宅地区 約₇05,000 横浜市中区本牧町ほか 商業施設、住宅、
下水処理場等

３．３１ 新山下住宅地区 約₆１,000 横浜市中区新山下町ほか 市営住宅等

昭58．１0．２8 海軍兵員クラブ 約8,500 横須賀市本町 ベイスクエアよこすか

平 5． 8．３１ 大観山通信施設 約₉,２00 足柄下郡湯河原町、箱根町 民有地は所有者に返還
県有地は県有林

平 ₆． 4． １ 横浜冷蔵倉庫 約２0,000 横浜市中区新港町 道路等

平１２． ３．３１ 神奈川ミルクプラント 約１0,000 横浜市神奈川区亀住町ほか 保育所
公園等

平１₇．１２．１4 小柴貯油施設(注３) 約5２₆,000 横浜市金沢区柴町ほか 検討中

平２１． 5．２5 富岡倉庫地区 約２₉,000 横浜市金沢区富岡東、鳥浜町 検討中

（注）　１　県基地対策課調（平成２３年１２月現在）。
　　　２　土地面積は、最終返還時の面積。閣議決定資料による。
　　　３　小柴貯油施設については、制限水域約4２0,000㎡が残っている。
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312　駐 留 軍 等 従 業 員 数

（各年３月３１日現在）南関東防衛局調

年　　別 計 基 本 労 務 
契 約

諸 機 関 
労 務 協 約 全　国　計 全　国　比

人 人 人 人 ％
平　　成　　２１　年 ₉,04₆ ₇,58３ １,4₆３ ２5,4₉₉ ３5．5

２２　年 ₉,１80 ₇,₆4₆ １,5３4 ２5,8１２ ３5．₆

２３　年 ₉,１8₇ ₇,₆₆₆ １,5２１ ２5,85₉ ３5．5

（注）　１ 　基本労務契約とは、在日米軍の各司令部や部隊の機関（米国歳出資金機関）で働く通訳、警備員、作業員、
一般事務等の職種の従業員を対象とする契約。

　　　２ 　諸機関労務協約とは、地位協定第１5条の食堂、販売所、クラブ等の諸機関（米国歳出外資金機関）で働く従
業員を対象とする協約。

313　施 設 別 従 業 員 数

単位　人 （平成２３年３月３１日現在）南関東防衛局調
施　　　　　設 計 基本労務契約 諸機関労務協約

根 岸 住 宅 地 区  １₆₆   １２₆   40 

横 浜 ノ ー ス ・ ド ッ ク  １₇8   １₆4   １4 

鶴 見 貯 油 施 設  88   88   ︲ 

吾 妻 倉 庫 地 区  １4１   １4１   ︲ 

横 須 賀 海 軍 施 設  5,004   4,１₉8   80₆ 

浦 郷 倉 庫 地 区  50   50   ︲ 

池 子 住 宅 地 区 及 び 海 軍 補 助 施 設  １4３   １08   ３5 

相 模 総 合 補 給 廠  58３   5₇１   １２ 

相 模 原 住 宅 地 区  １08   84   ２4 

キ ャ ン プ 座 間  １,₆4₆   １,３45   ３0１ 

厚 木 海 軍 飛 行 場  １,080   ₇₉１   ２8₉ 


